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1． 土地改良区と女性参画  
 土地改良区という名称を聞いたことがあるだろうか。聞いたことがない人が多いかもし

れないが、土地改良区とは、農業者によって構成される、農業水利施設の新設・改修、農地

の整備やこれらの維持管理といった土地改良事業を行う公的団体である（土地改良法（昭和

24 年法律第 195 号）第 5 条。以下「法」という。なお、本稿では土地改良区に土地改良区

連合を含むものとする。）。この土地改良区に対しても民間企業等と同じく女性参画が求め

られているが、（表 1）にあるように、他の農業関係団体と比較しても女性参画は進んでい

ない。現在、農業者が減少していることから、土地改良区にとっては、構成員である農業者

の確保が急務であり、そのためには女性の力も必要である。そこで、土地改良区において女

性参画が進まない要因を考察し、新潟県の状況を通じてその対応策を検討することとする。 

 

２. 女性参画が進まない要因の考察 
理事は土地改良区の役員であり（法第 18 条第 1 項）、土地改良区を代表する（法第 19 条

第 1 項）。また、理事の定数は 5 人以上で、その定数の少なくとも 5 分の 3 は耕作者である

組合員でなければならない（法第 18 条第 2 項及び第 5 項）。ここでいう組合員とは、土地

改良区内の農用地につき所有権又は所有権以外の権原に基づき耕作又は養畜の業務を営む

者とされており、「耕作又は養畜の業務を営む者」とは当該耕作又は養畜の業務の損益が自
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己に帰着する者をいうとされている 1。家族経営をしている農業者においては、損益が帰着

する者は世帯主となり、そのほとんどが男性であると思われる。現に、新潟県内の多くの土

地改良区からも女性の組合員はほとんどいないと聞いている。また、女性の組合員がいない

のであれば、組合員以外で女性理事の登用を検討することになるが、上記１の冒頭で触れた

ように土地改良区自体の認知度が低く、それが農業に関与しない組合員以外であればなお

のこと女性理事の候補者が見つからない状況となっている。 
 
３．新潟県における女性理事の登用状況 

 新潟県では、女性理事の必要性につい

て研修会、説明会や個別訪問などで説明

する取組により、登用状況は順調に伸び

てきている（表 2）。令和８年２月時点で

は、15土地改良区（85土地改良区中）で

21 名、理事に占める女性の割合は 2.5%ま

で上昇している。しかし、依然として目

標達成までは程遠い状況となっている。 

  

４．今後の対応策について 

女性理事登用の対応策を検討するにあたり、まず、女性組合員がほとんどいないという状

況から、土地改良区自体が女性理事についての理解が進んでいないという課題がある。これ

に対しては、新潟県内で 21名もの女性理事が誕生していることから、登用した土地改良区

の事例を他の土地改良区に積極的に情報提供していく必要があると考える。具体的には、女

性理事の候補者を選定した経緯や業務内容、登用したことによる好影響などの情報である。

新潟県では、こうした情報を盛り込んだガイドラインの作成を検討しており、土地改良区が

当該ガイドラインを用いて内部の理解醸成に取り組んでもらうことを想定している。また、

令和８年３月には、女性理事同士の交流を深め、職務に対するモチベーションを高めてもら

うことを目的に、女性理事の意見交換会の開催を予定している。こうした取組により、女性

理事の事例の横展開が期待され、女性理事に対する理解も醸成されてくると考える。次に、

土地改良区自体の認知度不足が女性理事候補者の選定にも影響しているという課題に対し

ては、上記の女性理事の登用に関する取組を対外的にアピールすることはもちろんのこと、

土地改良区自体の認知度向上の取組も合わせて行っていく必要がある。女性理事の登用に

向けた取組を通じて、土地改良区の組織自体を活性化させていきたいと考える。 
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